




























































事　　　件 年次 原　告 商　品 地裁判決 最高裁判決
Fowle　v．　Park 1889 メーカー 医薬品 違法 合法
Bowling　v．　Taylor 1889特許権老 衣類 合法 一
U．S．　v．　Greenhut　in　re　Greene1892米国政府 酒類 合法 一
Edison　v．　Kaufman 1901卸売業者 酒類 合法 ｝
Bement　v．　Harrow 1902メーカー 農耕具 違法 合法
Edison　v．　Pike 1902メーカー 蓄音機 合法
Victor　v．　The　Fire 1903メーカー 蓄音機 違法 一
Natl　Phonograph　v，　Schlege11904メーカー 蓄音機 違法 一
Bobbs－Merrill　v．　Snellenburg1903 メーカー 書籍 違法 一
Dr．　Miles　v．　Goledthwaite　In　re　Park1904メーカー 蓄音機 合法 一
Dr．　Miles　v．　Platt 1904メーカー 医薬品 合法 ｝
Dispensary　Med．　Assn　v．　Platt1905 メーカー 医薬品 合法 一
Hatman’s　v，　Platt 1906メーカー 医薬品 合法 一
Author’s　Assn　v．0’Gorman1906メーカー 書籍 合法 一
Wells＆Richardson　v．　Abraham1906メーカー 医薬品 合法 一
Ingersoll　v．　Snellenberg1906卸売業者 時計 一 一
Jayne　v．　Loder 1906小売業者 医薬品 違法 一
Dr．　Miles　v．　Jaynes　Drug 1906メーカー 医薬品 合法 一
Park　v．　Hartman 1907 メーカー 医薬品 合法 一
Rubber　Tire　v．　Milw　Rubber1907特許権老 自動車タイヤ 違法 一
Ind．　Mfg．　v．　Case　Threshing1907特許権者 脱穀機 違法 違法
Bobbs－Merrill　v．　Straus 1908メーカー 書籍 違法 違法
Scribner　v．　Straus　　　　　　　　　　　　　　，1908メーカー 書籍 違法 一
The　Fair　v．　Dover 1908メーカー アイロン 合法 　
N．J．　Patent　v．　Schaefer 1909メーカー 農耕具 合法 一
Dr．　Miles　v．　Park 1911メーカー 医薬品 違法 違法
Pemcil　Sharpening　v．　Goldsmith1911メーカー 文房具 合法 一
Edison　v．　Smith 1911メーカー 農耕具 合法 合法
Winchester　v．　Buengar 1912メーカー 兵器 合法 合法
Henry　v．　A．　B．　Dick 1912メーカー 複写機 合法 ｝
Standard　Sanitary　v，　U．　S． 1912米国政府 アイロン 違法 一
Lovell－McCon　v．　Int1．　Auto1913 メーカー 警笛 合法 一
Winchester　v．　Olmstead1913 メーカー 兵器 違法 ｝
Ingersoll　v．　McCol1 1913 メーカー 時計 違法 一
Waltham　Watch　v．　Keene1913 メーカー 時計 違法
Free　Sewing　v．　Bry－Block1913 メーカー ミシン 違法 一
Bauer　v．0’Donnell 1913 メーカー 医薬品 違法 違法
U．S．　v．　Keystone　Watch 1915米国政府 時計 一 一
U．S．　v．　Kellog　Corn　Flakes1915米国政府 シリアル 違法 一
A＆Pv．　Cream　of　Wheat1915小売業者 シリアル 合法 一
U．S．　v．　Eastman　Kodak 1915米国政府 カメラ 違法 一
Waterman　v．　Kline 1916メーカー 文房具 合法 一
Victor　v．　Strauss 1917メーカー 蓄音機 違法 違法
Ford　v．　Union　Motor　Sales1917メーカー 自動車 違法 一
Ford　v．　Boone 1917メーカー 自動車 違法 ｝
Boston　Store　v．　Amer．　Gram1917 メーカー 蓄音機 合法 違法
Frey　v．　Weltch　Grape　Juice1917卸売業者 飲物 違法 　
（出所）Kleit，　Andrew　N．，“Ef且ciencies　without　Economists：The　Early　Years　of　Resale　Price　Maintenance”，
　　　　Southern　Economic　Journal，　April　1993，　pp．604－606．をもとに修正を加え作成。
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　r．p．m．協定は1907年以前においてはr．p．m．事件総数19件の中わずか3件においてのみ違法とさ
れているに過ぎない。例えば，1904年のBobbs・Merill　v．　Snellenberg事件（131　F．530）において
は，「書籍の著作権についてのr．p．m．表示は小売業者との間で拘束力のある契約を創出するもので
はない」と判示されており，また1906年のIngersoll　v．　Snellenberg事件（147　F．522）においては，
「契約により商品の受領者にr．p．m．を課すことができるが，その受領者に対しその後の買い手に
r．p．m．を課すよう強制することはできない」と判示されている。
　r．p，m．に対する反トラスト法の取り扱いが大きく転換する契機となったのは，1907年のPark　v．
Hartman事件（153　F．24）であった。第2控訴裁のLurton裁判官（1910年に最高裁裁判官に転出）
が，r．p．m．はブラソド内競争（intra－brand　competition：この呼称は1980年代以降使用されている）
を消滅させるから違法な取引制限であり，また著作権の所有者はr．p．m．を実施することはできな
いが，特許権の所有老は特許が付与する独占権によりr．pm．を実施しうると判示するに及んだか
らである。
　1908年から1917年にかけてr．p．m．協定の法的取り扱いはきわめて流動的，不安定であったと見
ることができる7。1908年に最高裁はBobbs－Merill　v．　Straus事件及びScribner　v．　Straus事件にお
いて，著作権の表示があるからといって有効なr．p．m．協定が成立していることにはならないと判
示した。また1911年のDr．　Miles事件においてHughes裁判官はr．p．m．協定に関して控訴裁の
Lurton裁判官と同様の見解を採った（Dr．　Miles事件の審理にLurton裁判官は参加しておらず判
決は7対1で下された。Holmes裁判官は反対意見を執筆している）。
　しかしながら，翌年のA．B．　Dick判決においてLurton裁判官は大幅にそれまでの見解を転換し
て特許製品のr．p．m．協定を是認するに及んだ。ところが，1913年のBauer　v．0’Donnel判決では
特許製品についてのr．p．m．協定は違法とされているのである（5対4で判決が下され，　Day裁判
官が多数意見を執筆している）。A．　B．　Dick判決で多数意見を構成した4名の裁判官はBauer判決
では一転して少数意見となってしまった。1917年最高裁はStraus　v．　Victor事件において特許製品
に関するr．p．m．協定を違法とした（6対3，多数意見をDay裁判官が執筆しており，　Holmes，
Mckenna，　Van　Devanterら3名の裁判官は少数意見を述べている）。このように1911年から1918年
にかけて5件の最高裁判決においてr．p．m．協定は反トラスト法上合法とされ，わずか1件が違法
とされているに過ぎない。
　1914年，Lurton裁判官が死亡したことにより，司法長官McReynoldsが最高裁裁判官に就任し
た。1916年にはLamar裁判官の死亡とHughes裁判官の辞任により（大統領選出馬のため）Bran－
dies氏とClarket氏が最高裁裁判官に就任した。こうして最高裁はr．p．m．反対論者である3名の
裁判官（Day，　White，　Pitney），　r．pm，賛成論者である2名の裁判官（Brandies，　Holmes），　r．p．m．
問題について従来不明瞭な態度を採ってきた2名の裁判官（McReyonlds，　Clarke），これまで
r．pm．問題に対しその都度態度を変えてきた2名の裁判官（McKenna，　Van　Devanter：両裁判官
ともDr．　Miles事件ではr．p．m．反対派に組し，　A．　B．　Dick事件，　Buer事件ではr．p．m．支持派に回
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った）により構成されることになった。1917年最高裁はStraus　v．　Victor事件（243　U．S．490）に
おいて6対3で特許製品のr．p．m．協定について違法との判断を下した。
　1915年から1917年にかけては最高裁がr．pm．協定に対してどのような態度を採るのかまったく
予測がつかなかったが，1918年に入りようやく決着が付くことになった。最高裁はBoston　Store
v．American　Gramphone事件において7対2でr．p．m．協定について違法の判断を下した。
Mckenna裁判官は従来の見解を転換し，　Brandeies裁判官はrr．p．m．は合法であるべきだが，そ
の違法性はいまや確定した法となっている」と述べ，同意意見（多数意見と同じであるが結論に至
る推論は異にする意見）を執筆した8。こうして1917年以降，r．p．m．協定は明らかに当然違法と扱
われるようになったのである。少なくとも，1908年以前においてはr．p．m．協定は反トラスト法上
は全く問題なく，完全に合法と見られていた。
　それでは，1918年以降企業側からr．pm．擁護論は主張されたであろうか。どんなに精査しても
企業側の主張の中にr．p．m．擁護論を見出すことは困難である。この点は，第7控訴裁のEaster－
brook裁判官が指摘しているように，「ひとたびある行為が違法と判定された場合，企業側はそう
した違法行為に携わっていたことを否定することにより訴訟のターゲットとならないよう努めるで
あろう。企業側はそうした行為（例えばr．p．m，）を行っていたのはビジネス上有益であったからだ
とは言わないであろう」。企業側は少なくとも，法的環境においてはr．p．m．協定のビジネス上のメ
リットを主張することが不利となることを十分認識していたものと思われる。FTCエコノミスト
のIppolitoは，1976年から1982年にかけて訴追された合計203件のr．p．m．事件において被告企業
によりr．p．m．のビジネス上のメリットが主張されたケースはまったく見られないと指摘してい
る。いつれにしても，r．p．m．協定が当然違法と判定された以上，企業側はr．p．m．のビジネス上の
メリットを論ずることを極力回避しようとした。r．p．m．協定のビジネス上のメリットを主張するこ
とは独禁当局（司法省やFTC）の調査を招きかねず，また私的損害賠償訴訟のターゲットになる
恐れが十分にあったからである。
3．Dr．　Miles事件最高裁判決（1911年）のマーケティング活動への影響9
　Dr．　Miles事件最高裁判決を蕎矢として，米国企業のマーケティング活動に対する反トラスト法
の規制は徐々にではあるが強化されていった。以下，Dr．　Miles事件最高裁判決の概要を紹介する。
《事件の経緯》
　Dr．　Miles　Medical　Co．（以下，　Dr．　Miles社と略記する）は，秘密にされている（特許ではない）
製法により製造した医薬品を独占的に販売していた。販売に当たり，Dr．　Miles社は，400以上の
卸売業者と「委託販売契約（Consignment　Contract－Wholesale）」10を締結し，約25，000の小売業者
と販売代理店契約（Retail　Agency　Contract）を締結していた。
　Dr．　Mnes社が卸売業者と締結した委託販売契約は次のような内容であった。
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　（1）Dr．　Miles社は，卸売業老が委託販売契約に基づき小売業者に実際に販売する時点まで，委
　　託品の所有権を保持する。卸売業者は，残りの委託品についてはDr．　Miles社が要求する場合
　　あるいは委託販売契約が解約された場合は直ちにDr．　Miles社に返還するものとする。
　（2）卸売業老は，売上から負担したサービス等の費用を控除した金額のうち，10％を手数料と
　　して得るものとする。ただし，卸売業老が，委託販売品の納品後10日以内にアドバンスと呼
　　ばれる再販売価格での売上げに相当する前払金をDr．　Miles社に提供する場合には，卸売業者
　　は残りの金額からさらに5％を販売手数料として得るものとする。
　（3）卸売業者は毎月第1日に前月分のDr．　Miles社の取り分を支払うものとする。
　（4）卸売業老は，Dr．　Miles社の指名したリストに挙げられる小売業者に対してのみ販売するも
　　のとする。また，販売した小売業老名及び数量をDr．　Miles社からの要求があり次第報告でき
　　るように用意するものとする。
　（5）卸売業者は，Dr．　Miles社の指定する小売業老または卸売業者に対してのみ，委託品をDr．
　　Miles社の指定する再販売価格を下回らない価格で販売することができるものとする。
　また，小売業者との販売代理店契約（Retail　Agency　Contract）は次のような内容であった。
　（1）代理店とされる小売業者は，Dr．　Miles社の医薬品を包装箱に印刷表示されている小売価格
　　を下回る価格では販売しないものとする。
　（2）小売業者は，Dr．　Miles社の医薬品をDr．　Miles社との間の取引口座を有しない卸売業者・
　　小売業者には一切販売しないものとする。
　John　D．　Park＆Sons　Co．（以下，　John　D．　Park社と略記する）は，医薬品の卸売ディスカウソ
ターであり，Dr．　Miles社が上記のような販売方法を採用する以前からDr．　Miles社またはその卸
売業者と取引していた。John　D．　Park社は，　Dr．　Miles社からの委託販売契約締結のオッファーを
拒絶し，Dr．　Miles社と委託販売契約もしくは販売代理店契約を締結していた卸売業者・小売業者
から購入し低価格で販売するに及んだ。
　こうしてDr．　Miles社は，　John　D．　Park社がDr．　Miles社との間で委託販売契約もしくは販売代
理店契約を締結している卸売業者や小売業者に対し契約違反となるような取引を勧誘する行為を行
うことは「悪意の契約妨害（malicious　interference）」であるとして提訴し，　John　D．　Park社に対
して，Dr．　Miles社との間で委託販売契約あるいは販売代理店契約を締結している卸売業者や小売
業老にDr．　Miles社の商品を指定価格以下で販売しないとする契約に違反するような取引を誘引す
る行為を取り止めるよう命じる差止命令（injunction）の発給を求めた。
《判決の概要》
多数意見
（1）本件委託販売契約・販売代理的契約の法的問題点
　Dr．　Miles社と委託販売契約を締結した卸売業者は，代理人（agent）である。本件委託販売契約
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を締結した卸売業者を代理人とみなすことができる理由として次の二点を挙げることができる。
①前払金が支払われるとしても商品の販売まで所有権は移転しておらず，支払済みの前払金は在
　庫品の返還後に払い戻されるという規定がある。
②実際の取引において卸売業老が独立した販売業者として取り扱われていることが立証されてい
　ない。
　たが，本件委託販売契約においては，受託者である卸売業者は他の卸売業老に対して・Dr．　Miles
社の医薬品を販売することは許されると解釈すべきである。また，Dr．　Miles社は委託販売契約の
存在のみにより卸売業者が他の卸売業者から購入した同社の医薬品の販売価格を制限することは正
当化できない。したがって，Jphn　D．　Park社が契約違反を誘引したとまでは断言できない。
　また，Dr．　Miles社と小売業老間の販売代理店契約は明確に売買に関する契約であり，小売業者
はDr．　Miles社もしくは卸売業者の代理人ではなく再販売目的で商品を購入する購買者である。
　Dr．　Miles社の販売方法は，代理人が販売する価格だけでなく，独立した卸売業者または小売業
者が購入あるいは再購入した商品の販売価格まで制限し，その結果としてすべての競争を消滅さ
せ，最終消費者の購入価格を決定しようとするものである。Dr．　Miles社，卸売業者，小売業者間
の結合（combination）は，明らかに競争を消滅させ，価格を維持することは明らかであり，これ
は取引の制限（restrain　of　trade）に該当する。
（2）秘密の製法による独占的商品の抗弁
　Dr．　Miles社は，対象となる医薬品は秘密の製法によって独占的に製造されるものである以上，
上記のような契約による制限は，コモン・ロー上もまたシャーマン法上違法ではないと主張する。
　たしかに，判例法上，特許権者は特許権をライセンスするに際して，ライセソシーが特許を使用
して製造した特許商品の販売価格を制限することができる。特許権は憲法による授権によって制定
法上認められる権利であり，発明やイノベーショソの促進を図る公共政策に基づくものである。
Dr．　Miles社は保有する製法を公開しておらず，その製法について特許など制定法上の権利を有し
ていない。従って，Dr．　Miles社は特許政策に基づく権利の保護を主張することができない。
（3）自己商品についての価格制限
　Dr．　Miles社は，契約の対象となる商品が自社の製造したものである以上，それらの商品の再販
売価格を制限することは許されると主張している。
　しかし，メーカーは自己の商品を自らの好きなように製造し販売することができるので，その商
品を購入した購買者に対しいかなる制限をも課しうるという結論を導くことはできない。所有権に
対する制限は取引の自由の確保という公共政策に照らして通常は違法である。さらに，メーカーは
契約または制定法が存在しない場合に，販売後の商品の価格を制限する固有の権利を有していな
い。メーカーは販売後の商品についてなんら固有の権利を有するものではなく，そうした権利は契
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約によってはじめて生じるのである。
　かくして取引を制限する内容を有する契約の違法性が問題となる。契約上の制限が法律上有効と
なるためには，その制限が公共政策および両当事老の立場からも合理的（reasonable）でなければ
ならない。この場合も公共政策上の評価がより重要であり，契約による制限は最小限のものでなけ
ればならない。しかし，本件契約は，メーカーが取引の相手方になんらかの制限を加えることを正
当化できるようなものではなく，単純にメーカーが製品の所有権を手放した後において，取引の相
手方間の競争を阻止しその商品の価格を維持しようとするものである。従って，Dr．　Miles社の販
売業者間の競争を消滅させ，価格を維持しようとする取決めは，コモソ・ロー上もシャーマン法上
も違法である。
少数意見
（1）委託販売契約について
　Dr．　Miles社と卸売業者との間の委託販売契約は真正であり，また本件委託販売契約は，受託者
が他の受託者に販売することを許容し，卸売業者に対しては委託商品か購入商品であるかを問わず
指定された販売価格で小売業者に販売するものとしており，卸売業者間における売買の中味は付随
的かつ曖昧である。John　D．　Park社は，通常の受託者としての義務に違反するような誘引を行っ
たと評価しうる余地が十分にある。
②　販売代理店契約について
　売主と買主が契約の中で，買主は当該商品を指定された金額を下回る額では販売しないことを取
り決めることが許されるか否かということが問題になるが，このような契約を禁止する根拠は，そ
れが同様の多数の契約と一緒になった大量販売品の市場価格を決定しようとする企図の一部である
ことに求められる。商品の価格が一定水準を上回ると，消費者は購入を中止し，他の商品を購入し
ようと行動する。原則としてメーカーは市場を裁判所よりも理解しているものと考えるのが適切で
あり，その価格設定は合理的なものといえる。Dr．　Miles社が製造しているのは，生活必需品では
ない市販の医薬品であり，こうした販売代理店契約が著しい弊害をもたらしているとはいえない。
　最も重要なことは，本件の論点においては法律上の規定も先例も存在しないのであり，多数派意
見の結論は，公共政策という概念を拡大解釈して導いたものといえる。本来，司法上最も懸命な政
策は，司法が介入する根拠が明白でない限り，各々の人に事業活動を独自の方策で好きなように実
施させるべきであると考えられる。
《評価》
　1911年のDr．　Miles事件最高裁判決は，　r．p．m．に関する垂直的協定（メーカーと卸売業者あるい
は小売業者間の協定）を水平的協定（メーカー間，卸売業者間あるいは小売業者間の協定）とを区
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別せず，同一ものとして取り扱った。水平的協定が「当然違法」である以上，垂直的協定も同様に
「当然違法」として扱われるべきであるとしている。こうしたコモンローの法理にのみ依拠する最
高裁判決はr．p．m．に関する垂直的協定に伴う競争促進効果を無視したものであり，近年の経済理
論マーケティソグ論の立場から到底支持しがたいものである。1911年のDr．　Miles事件における
「当然違法」の原則の導入は，米国企業のマーケティソグ活動に深刻な影響を及ぼしたと見られて
いるが，最近になって最高裁はその姿勢を転換しr．p．m．協定に対する「当然違法」の取り扱いの
見直しを開始した11。
4．Colgate事件最高裁判決（1919年）のマーケティング活動への影響12
　Dr．　Miles事件判決からわずか8年後の1919年，最高裁は同判決の行き過ぎに歯止めかける必要
性を感じ始めた。以下，Colgate事件最高裁判決の概要を紹介する。
《事件の経緯》
　Colgate＆Co．，（以下，　Colgate社と略記する）は全米規模で石鹸やトイレタリー製品を製造・
販売している。米司法省（Department　of　Justice：DOJ）は，　Colgate社が全米において自社の商品
の再販売価格を遵守させ，その価格以下で再販売されることを防止する目的で，卸売業者や小売業
者と結合（combination）しているが，こうしたColgate社の行為は卸売業者間と小売業者間の競
争を抑圧するものであり13，シャーマソ法1条に「違反する結合（combination）」に該当するとし
て，Colgate社を刑事訴追するに及んだ14。
　米司法省によれば，Colgate社は守るべき統一価格を示し，その価格を遵守しないものに対して
は販売しない旨を述べた文書を配布し，さらにはその価格を遵守しない違反者についての調査や摘
発を行い，取引停止リストに掲載した。この結果，卸売業老はColgate社の商品について，同社が
定めた統一価格で販売し，また小売業者も最終消費者に対して同社の定めた統一価格以下では販売
しなかった。このようにして，卸売業老が小売業者に対して販売する時点での卸売業者間の競争，
また小売業者が最終消費者に対して販売する時点での小売業者間の競争は抑圧され，Colgate社商
品の対小売業者価格，対最終消費者価格は維持され，引き上げられたとされている。
　しかし，連邦地裁は，起訴事実はシャーマソ法違反の結合とはならないと判示した。起訴状にお
いては，Colgate社との間で卸売業者・小売業者は再販売価格を遵守する旨の契約を締結したこと
は主張されておらず，Colgate社は同社の指定した希望価格で再販売しない販売業者はColgate社
の機嫌を損ね，将来取引ができなくなるおそれがあるということを述べているに過ぎない。メーカ
ーは違法な結合を行ってはならないが，販売業者はメーカー・販売業者間で決定した価格により再
販売するという了解の下で，メーカーが販売業者に対し商品を販売し，販売業者が再販売価格に関
するその了解を遵守しない場合には，以後の取引を拒絶する固有の権利を行使することは違法では
ないと判示した。米司法省はこれを不服とし，直接最高裁に上訴した。
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《判決の概要》
　最高裁は「取引先選択の自由」に着目し，Colgate社と販売業者間で競争制限的な合意が存在し
ているという米司法省の主張を退けた。起訴事実は販売業者が自らの行為についてColgate社の怒
りを招きその後の取引が中止されるかもしれないことで事実上影響を受けていることを指摘してい
るに過ぎず，Colgate社が販売業者に指定した販売価格で再販売することを義務付ける合意に基づ
いて，販売業者に商品を販売することが犯罪になるとは言えないとしている。
　最高裁は次のように判示している。
　　　「シャーマン法の目的は，取引及び商業に従事し，または従事しようとする者の権利の自由
　　　な行使に不当に干渉するおそれのある独占，契約および結合を禁止すること，つまり取引自
　　　由の権利を保護することにある。独占を形成し，維持する目的がない場合には，法は全く私
　　　的な事業に従事する販売業者やメーカーの長らく認められてきた権利，すなわち，メーカー
　　　が取引を行おうと欲する者についての自分自身の独自の判断を自由に行うことを制限するも
　　　のではない。もちろん，販売業者やメーカーは前もって取引を拒絶する条件を通知すること
　　　ができる。Dr．　Miles事件判決では販売業者が自由に販売する権利を行使することを妨げよ
　　　うとする契約を禁止したものである」
《評価》
　Dr．　Mnes事件最高裁判決の下で，卸売業者や小売業者に再販売価格を遵守させるために，メー
カーは具体的にどのような手段を採ることが許されるのか。メーカーが一方的に卸売業者・小売業
者に再販売価格維持を要請し，これに従わない者とは取引しないとする（シャーマン法1条はメ
ーカーと卸売業者・小売業者間でのr．p．m．協定の締結を禁止している）Colgate社判決の法理
（doctrine）は，　r．pm．協定を「当然違法」とする1911年のDr．　Miles事件最高裁判決の網の中に
細い抜け道を作ることになった。米国企業のマーケティング活動に対する制約は若干緩和されるこ
ととなったと評価できよう。だが，反トラスト法上許容されるのはメーカーによる一方的な取引拒
絶行為とみなしうる極端に狭い範囲に限定されていることに留意しなければならない。
5．再販売価格維持行為規制の出現が当時のマーケティング活動に及ぼした影響
　反トラスト法との関係が問題となった事例に基づき1910－20年代初期においてはどのような商品
についてr．p．m．が実施されていたかを見てみよう。表1からわかるように，カメラ，謄写版印刷
機，ミシン，印刷機，兵器，アイロン，農機具等など実に多種類であった。1918年以前の総数49
件のうち8件は蓄音機（gramphones）に関するものであり，2件はフォード自動車に関するもの
であり，12件が市販医薬品（over　the　counter　medicines）に関するものであり，4件が書籍に関す
るものであり，3件がブランド商品（Kellogg社のコーソフレーク等）に関するものであり，4件
が時計に関するものであり，それ以外は自動車タイヤ，自動車警笛，酒類，鉛筆削り，ペソ等比較
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的単純な商品であった。
　また，当時の司法部門のr．p．m．反対論者は，次のような二つのタイプの議論を展開している。
第一のタイプの議論は，Lurton裁判官により1907年に展開され，　Hughes裁判官がDr．　Miles判決
において同調したものであり，r．p．m．はブラソド内競争を制限するというものであった。第二のタ
イプの議論はHughes裁判官により，　Dr．　Miles判決において導入されたものであり，ひとたび企
業が商品を売り渡した場合には，企業は当該商品の再販売を制限するいかなる正当な権利も有して
いないというものであった。1912年のJayne　v．　Loder判決とStandard　Sanitary　v．　U．S．判決にお
いてのみ，現在のr．pm．反対論の法的基礎となっているブランド間共謀論（interbrand　collusive
arrangement）は議論されているに過ぎない。
　r．p．m．に関する多数の判決例においてr．p．m．の反競争的効果についてはほとんど議論されてお
らず，r．p．m．の効率性に基づく競争促進効果についてもまったく触れられていない。マーケティン
グ活動への影響についてまったく言及されていないのはこのためであろう。こうした中での唯一の
例外を，Dr．　Miles事件におけるHolmes裁判官の反対意見の中に見出すことができる。
　　　「私は，最高裁が，彼ら自身の秘めた目的のために正当な価格を切り下げて，公衆が得るこ
　　　とが望ましいと思われる商品の生産と販売を破壊しないでも損傷する悪党（knaves）を許
　　　すことによって，公衆が長期的には利益を得るとは思われない。」
　こうしたHolmes裁判官の議論は最近の経済学やマーケティソグ論においてr．p．m．の効率性に
基づく競争促進効果として説かれているものと一致している。これらのr．p．m．事件における原告
のほとんどが流通業者，小売業者，あるいはライセンシーに対しr．pm．契約を強制しようとする
メーカーもしくは特許権者であった。Dr，　Miles事件を含む総数28件のうち26件はr．pm，の拘束を
強制しようとしたものにより提起されている。Dr，　Miles事件以後の1911年から1917年にかけても
r．p．m．事件総数21件中16件はr．p．m．契約を維持しようとするメーカーにより提起されたものであ
った。r．p．m．支持者達は，　Dr．　Mnes事件最高裁判決は裁判所によりあるいは連邦議会により履が
されねばならない。とする運動を展開するための公的なフォーラムを設定することに成功した。第
1のフォーラムは1915年，1916年，1917年に下院の州際および外国商業委員会（Committee　on
Interstate　and　Forgin　Committee）により開催された公聴会である。この公聴会はDan　V．
Stephens議員（ネブラスカ州選出）により提出された商標の付された商品ついてはr．p．m．を許容
すべきだとする法案に関するものであったが，同委員会の委員長であるWilliam　C．　Adamson議員
（ジョージア州選出）は反対の態度を採った。第2のフォーラムは，FTC（連邦取引委員会）が
1917年の10月と11月に開催した7日間にわたる聴聞会であった。FTCは1917年に一連のr．p．m．
協定を訴追しており，これら被審人企業に対して聴聞会において効率性に基づくr．p．m，擁護論を
展開するよう要請してた。FTCの聴聞会にはr．p．m．擁護者の多くが参加した。　FTCのFort委員
によれば同聴聞会は「単に28件における被審人企業に出頭することを認め，一般的事項に関して
一般的に述べることにあった」。当時の流通論を含むマーケティソグ学者や経済学者のほとんどが
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r．p．m．に反対していた。しかし，ニューヨーク大学のLee　Galloway教授，ウィスコソシソ大学の
Paul　H．　Nysrom教授はFTCの公聴会においてr．p．m．擁護論を展開したが，いつれの見解も目立
つものではなかった。当時のr．p．m．反対論者の多くはしばしばハーバード大学のTaussig教授の
r．p．m．に対する厳格な見解を引用していることが注目される。
6．結びにかえて
　r．p．m．協定は当然違法であるとするDr．　Miles事件最高裁判決によって，米国企業のマーケティ
ング活動，とりわけ価格政策が大きな制約を受けるようになったと断言できるであろう。Dr．
Miles事件最高裁判決以降，顧問弁護士から適切な助言を受けそこなった企業が時折Dr．　Miles事
件最高裁判決の網に引っかかった。有力企業の多くは，卸売業者・小売業者との間で代理店（a・
gent）契約を締結することによって，　Dr．　Miles事件最高裁判決の網を巧く掻い潜ることに成功し
た。代理店契約を採用して，反トラスト法の適用を朦すという防衛策については，Dr．　Miles事件
最高裁判決の当事者であるDr，　Miles社自身も気付いており，同社は取引関係にある卸売業者や小
売業者との間で代理店契約を締結していたのであるが，顧問弁護士の不手際により，最高裁を納得
させるまでには至らなかった。
　最高裁が1926年のGE事件判決において，委託販売契約（consignment）の利用を承認したこと
が契機となって，多数の企業が急速に委託販売契約を採用するに至った。委託販売契約が採用され
た主要分野としては医薬品，トースター，電球，洗剤等を挙げることができる。また1930年代に
制定された各州の公正取引法（Fair　Trade　Laws－r．p．m．協定を合法とする）もDr．　Miles事件最
高裁判決の適用を免れるバイパスとなった。
　もっとも公正取引法が再販売価格のコントロールを円滑に実施させたか否かについは疑問がない
わけではない。まず第一に，公正取引法の適用対象はr．p．m．協定に限定されていたからである。
これに対して，委託販売契約制はテリトリー制や専売店制等の小売業者に対する（再販売価格のコ
ントロール以外の）多数の他の制限行為を隠蔽するための完全な垂直統合（vertical　integration）
の代替物であったからである。第二に，公正取引法はすべての州で制定されたわけではなかった。
このため公正取引法が制定されなかった州のいくつかにおいては，全米規模のマーケティソグの実
施が妨げられたと見られている。第三に，州政府の課す各種の制限や手続き上の要件は公正取引法
に実施をかなり面倒なものにしたからである16。
　1964年，Simpson事件において最高裁は委託販売制というバイパス・ルートを完全に封じ込め
た。このSimpson事件最高裁判決を契機として，　r．p．m．協定に対する反トラスト法の態度は著し
くフレキシビリティ失うこととなったと評価できよう17。かくして公正取引法だけが残存すること
となった。連邦議会が公正取引の適用除外（fair　trade　exemption）一連邦反トラスト法からの適用
除外が有効なのは州法により再販売価格維持が許容される場合に限定されていた一を1975年に廃
止するまでHi－Fi機器のような高度に複雑な技術商品の販売業者だけがこのシステムを利用してい
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たようである。r．p．m．協定の実施コストがそれほど高くなく，また全米規模でr．p．m．協定を活用
できたならば，もっと多くの企業がr．p．m協定を利用していたかどうかはデータ上からはわからな
いとだけは言えよう18。
注
1こうした取引段階を異にする事業者間の協定は垂直的協定（vertical　agreement）といわれる。
2もう一つの反トラスト法適用上の原則は「合理の原則（Rule　of　Reason；条理の法則とも呼ばれる）」であ
　り，当該行為の目的や趣旨，市場に与える具体的効果を考慮し競争促進効果と競争制限効果を比較衡量し，
　違法・合法を決定しようとするものである。
3多くの反トラスト法のテキスト・論文においてr．p．m．協定は当然違法とされている。参照Gelhorn，　Ernest
　and　Kobacic　William　E．，“Antitrust　Law　and　Economics”4thEd．，　St　Pau1：West　Publishing　Co．，1994，　pp．
　292－304．
41977年のSylvania事件判決以降，最高裁は繰り返しr．p．m．協定は当然違法であると判示している。参照
　Electronics　Corp．　v．　Sharp　Electronics　Corp．（1988）；324　Liqour　Corp．　v．　DuffY（1987）；Monsanto　Co．　v．
　Spray－Rite　Service　Corp．（1984）．
5アソグロサクソン諸国でr．p．m．をめぐる最初の法的紛争は英国で1775年に惹起したようである。参照Selin－
　gman，　Edwin　R　A．　and　Love　Robert　A．，Pn’ce　Cutting　and　Price　Mainteuance，　NY：Harper＆Brothers，1932．
　また，ドイッではr．p．m．制は少なくとも18世紀の書籍業まで遡ることができる。参照Bittlingmayer，　Ge－
　orge，“Resale　Price　Maintenance　in　the　Book　Trade　with　an　Application　to　Germany”，Journal　of　Institutional
　and　Theoretical　Economics，　December　1988，　pp．789－812，
6米国での最初のr．p．m．関連の判決例は木綿業において下されており，木綿糸の会社がr．pm．を課したこと
　が争点となった。
7Selligman　and　Loveはこの時期を「不確実性の時期（The　period　of　Uncertanity）」と呼んでいる。参照Sel・
　ligman，　Edwin　R．　A．　and　Love，　Robert　A．，Price　Cutting　and　Price　Maintenance，　NY：Harper＆Brothers，1932．
8Brandies裁判官はr．p．m．合法化運動を支持していた。同裁判官の態度については，参照McCraw，　Thomas，
　Prophets　qプR8g％観∫oη，　Boston：Havard　University　Press，1984，　pp．101－106．
9Dr．　Miles　Medical　Co．　v．　John　D．　Parks＆Sons　Co．，220　U．S．373（1911）．　Dr．　Miles事件最高裁判決をまとめ
　るに当たり，村上政博，米国再販規制の原典，横浜国際経済法学第1巻第1号pp154－162を参考にさせてい
　ただいた。
lo委託販売（consignment）とは，「委託者（consignor）は受託者（consignee）に自己の商品の販売を委託し，
　受託者はこれに応えて委託者のために商品を販売する」と説明されている。商品の所有権は委託者から第三
　者である買い手に直接移転し，商品が売れない場合には委託者に返品され，商品の殿損減失についての危険
　負担は委託者が負う。参照田中英夫編，『英米法辞典』，1991年，東京大学出版，p．184．
uLeegin　Creative　Leather　Products　Inc．　v．　PSKS，　Inc．，No．06－480，cert　granted　U．　S．　Dec．7．2006．この事件に
　おいて最高裁はDr，　Miles判決を覆し96年ぶりに合理の原則を採用する可能性が大きいと見られていた。
12United　States　v．　Colgate＆Co．，250　U．S．300（1919）．　Colgate事件最高裁判決をまとめるに当り，前掲村上
　論文，pp163－166の他に，松下満雄著，アメリカ独占禁止法，東京大学出版会，　pp198－201を参考にさせて
　いただいた。
13伊従寛，『主要国の再販制とその規制』，1974年，国際商業研究所，p．96．
14シャーマン法1条では「・・取引または商業を制限するすべての契約（agreement），トラストその他の形態に
　よる結合（combination）または共謀（conspiracy）は，これを違法とする。」と規定している。　J．　H．シェネ
　フィールド（金子晃他訳），『アメリカ独占禁止法』，1999年，三省堂。
15EW．キソトナー（有賀美智子監訳），『反トラスト法』，1968年，商事法務研究会，p57．
16この点は多数の州政府がかなり厳格な態度で臨んだとされている。
17Simpson　v．　Union　Oil　Co．，377　U．S．13（1964）．Union　Oi1　Co．社はガソリンの供給業者であり，ガソリン・ス
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　タソドの諸設備を小売業差に賃貸し，彼らとの間にガソリソの販売に関する委託販売契約（期間1年）を締
　結していた。Simpson社はこのような小売業者であったが，委託販売契約で定められたUnion　Oi1社の指定
　価格を遵守せず安売りを行ったため，Union　Oi1社はスタソド諸設備の賃貸契約の更新を拒絶し，委託販売
　契約も破棄するに及んだ。そこでSimpson社は，　Union　Oi1社が委託販売契約における価格指示を遵守しな
　いことを理由に取引を拒絶したことは反トラスト法に違反するとして3倍額の損害賠償請求訴訟を提起し
　た。本件の委託販売契約では保険料の支払い・危険負担は小売業者が負うことになっていた。最高裁は再販
　売価格維持契約と実質的に同一である委託販売契約（真正とはいえない委託販売契約）は反トラスト法違反
　であると判示した。E．　W．キソトナー（有賀美智子監訳），『反トラスト法』，1968年，商事法務研究会，　pp．
　58－59．
181937年のミラー・タイディソグス法（Miller－Tydings　Act）及び1952年のマクガイア法（McGuire　Act）は，
　r，pm．協定を禁止する反トラスト法の適用をある程度緩和した。州法によって認められる限り，同種の商品
　と競合する商標またはブラソドが付けられた製品を対象とするr．p．m．契約はなんら反トラスト法上の責任を
　伴わないとされた。こうした適用除外は一般に“公正取引の適用除外（fair　trade　exemption）”とよばれた。
　その理論的根拠は商標またはブラソドに付着した生産者の信用（good　wil1）を保護するために，一定の
　r．p．m．契約は容認されるべきであるというものであった。
　　こうした公正取引適用除外が有効なのは，州法によって上記のような再販売価格維持が許容される場合に
　限定された。公正取引が小売段階において有効であるためには，メーカーと当該州のいずれか1人の小売業
　老との契約によって設定される価格を他の小売業者全部が採用する義務を負う旨の州法規定（非契約老条項
　nonsigner　provisions）がなければならなかった。
（追記）
　2007月6月28日，米最高裁はLeegin事件において，　RPMに関する反トラスト法の違判断基準として1911
年以来ほぼ100年に及ぶ当然違法原則の適用を履えし，合理の原則を適用する旨の判決を下した。同判決に
より，米国企業のマーケティソグ活動は反トラスト法の制約から解放されることになろう。
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